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１．ＮＨＫの業務の在り方 

現状のようなネット環境の拡大を考慮すると、公共放送であるＮＨＫは、イン

ターネット空間においても、報道・ジャーナリズムの担い手として、これまで以

上に積極的な役割を果たすことが求められるが、現在放送法上、ＮＨＫの本来業

務は「放送」であり、インターネット活用業務については補完業務と位置づけら

れている。 

この際総務省は、ＮＨＫによる社会実証の結果も踏まえ、インターネット活用

業務を、放送の補完ではなく、ＮＨＫの本来業務とすべきかどうか、本来業務と 

する場合にはその範囲をどのように設定するかも含めて検討すること。 

 

２．受信料の見直し 

公共放送は、国民の知る権利を実質的に充足し健全な民主主義の発達に寄与す

ることを究極の目的としており、その財源である受信料は「放送の視聴の対価」

ではなく公共放送を支えるためのものである。 

また、ネット時代において健全な民主主義の発展の基盤である二元体制に基づ

く報道・ジャーナリズムを維持することは極めて重要である。 

このような観点から、総務省は、 

① 公共放送としてのあるべき姿を維持するための事業規模を明確化し、それに見
合った適正な受信料水準を定める仕組みの構築を検討すること。 

② 現在徴収率約８０％とされる受信料徴収の公平性や徴収に伴うトラブル解消
等が指摘される中で、より幅広い国民により公共放送が支えられるように検討

すること。このことで中期経営計画で示された以上の更なる受信料の値下げを

実現するとともに、受信料支払いを原因とするテレビ離れを防ぎ、「放送」の

持続可能性を高めるべきである。 

ただし、その際、国営放送と誤解されない徴収方法とすべきことは当然である。 

 

３．メディア所有規制等の柔軟な見直し 

信頼性の高い放送には取材や編集を支える資本や人材の確保が不可欠である

ことから、メディア所有規制等の規制を時代にあわせて柔軟に見直すことが必要

である。 

総務省は、民放の要望も踏まえ、経営の選択肢を増やす観点から、マスメディ

ア集中排除原則の緩和、複数の放送対象地域での番組の同一化を認める仕組みに

ついて検討を行うこと。 

また、ローカル局はキー局の支社ではなくあくまでも「地元のテレビ局」であ

ることや、関東や近畿といった広域局では地域の情報量が手薄であるとの指摘も

ある。総務省は、このような指摘も踏まえて制度設計を図ること。 
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マイナポイント（第２弾）申込件数の推移
単位 万件




